
’14.7

34

はじめに
　我々共同研究のメンバーのうち、大貝と宮島は平成
22年度「条件不利地域における循環型地域経済の構築
に関する研究」において、北海道十勝地域で小麦を軸
にした産業間の連携が進みつつあることを明らかにし
た1）。この研究成果において注目したのは、経済主体
によるネットワークである。お互いの利害関係はある
にせよ、地域の目標や課題を共有し、信頼を伴った関
係性を基盤として、地域の経済循環を構築しようとし
ているのではないか、ということである。
　ネットワークや信頼関係ということになれば、ソー
シャル・キャピタルに関する研究蓄積が進んできてい
る2）。とはいえ、ソーシャル・キャピタルの概念を、
地域の経済主体に対して直接的に援用するにはまだま
だ不十分であるため、本研究では、社会的、人的ネッ
トワークに着目して、これらのネットワークの構築が、
地域経済の活性化、地域産業支援に対して、どのよう
な可能性を秘めているのかを実証研究を通じて検討す
ることにした。
　本研究成果は、前回研究に引き続き、十勝地域の小
麦ネットワーク形成に関して追跡的に捕捉した「北海
道の地域産業と小麦ネットワーク」、音更町の地産地
消など地域経済の活性化に向けた取り組みを明らかに
した「食と農を通じた地域経済の再構築」、そして新
たな地域産業振興策の方法として「中小企業振興基本
条例」の制定による地域産業振興が注目されているが、
北海道の自治体での取り組みを調査した「地域産業振
興としての中小企業振興基本条例」で構成されている。
ここでは、とりわけ「地域産業振興としての中小企業
振興基本条例」について紹介したい。他の成果につい
ては、平成25年度研究成果論文を参照願いたい。

1 　中小企業振興基本条例制定が広がる背景
　中小企業振興基本条例が各自治体で制定されるよう
になってきた背景には、1998年からの地方分権一括法
の制定、1999年の中小企業基本法の改正などがある。
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これらの流れの中で、国と地方自治体との関係が変化
してきたのである。特に、中小企業基本法の国と地方
自治体との関係に書かれている箇所に注目すると、
1963年基本法では、第 4条「地方公共団体の施策」に
おいて、「地方公共団体は、国の施策に準じて施策を
講ずるように努めなければならない」3）とされていた
が、1999年の基本法改正では、第 6条において、「地
方公共団体は、基本理念にのつとり、中小企業に関し、
国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体
の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策
定し、及び実施する責務を有する」4）と、抜本的に地
方公共団体の位置づけが変化した。地方分権化が進む
中で、中小企業施策の策定、実施についても従来のよ
うに国―地方公共団体といったトップダウン型ではな
く、「各々の地方公共団体が独自の政策立案能力を持
つことが要求」5）されることになったのである。この
ような経緯から、とりわけ2000年以降に、全国各地の
都道府県及び市区町レベルで中小企業振興基本条例の
制定が進められてきているといえよう。

2 　全国の中小企業振興基本条例制定状況
　地方自治体が独自の地域振興を展開する際に、中小
企業振興基本条例を制定する目的としては、岡田
（2010）などでも指摘されているが、自治体としての
法的な拘束力や強制力は個別産業施策や産業振興ビ
ジョンよりも、条例の方が強いためである6）。また、
現在進められているのは、「理念条例」の制定である。
理念条例には、その地域の将来像や理想をはじめ、首

長や地方自治体、中小企業などの地域の経済主体の責
務、役割などが盛り込まれている。理念条例を制定す
ることの意味は、植田（2007）でも指摘しているよう
に、自治体による地域産業振興の基本的スタンスを自
治体職員に認知させるとともに、地域の経済主体に対
しても理解してもらうことがある。さらに、そうした
認知、理解に加え、自治体の基本的姿勢の連続性を担
保するということが挙げられる7）。首長が替わると、
政策的ビジョンや方向性が大きく変わることがあり得
るが、条例によって未然に防ぐことは可能であるし、
また地域で独自に産業施策を検討、実施するとなると
一貫性がある施策が必要になるのである。
　続いて、中小企業振興基本条例の制定状況を確認し
ておこう。中小企業振興基本条例は、2014年 4 月 4 日
現在で31道府県、116市区町（89市16区11町）で制定
されている。都道府県別の制定状況を見ると、東京都
が23で最も多く、北海道が17、大阪府が13と続いてい
る。また、表は条例の制定状況を年代別に見たもので
ある。これから明らかなように、2007～2009年と、
2011年以降に増えている。とりわけ、2011年以降の市
区町レベルにおいて、条例制定が進んでいる。条例制
定には、地方自治体、中小企業団体、議会等で長い時
間をかけて議論、検討を行うが、ようやく形になりは
じめていると考えてもよいだろう。

3 　中小企業振興基本条例のモデル
　中小企業振興基本条例のモデルとして、東京都墨田
区がある。本節では、墨田区の条例を取り上げ、なぜ
墨田区の条例がモデルとして位置づけられているのか
を明らかにしておきたい8）。
　東京都墨田区は、東京都のなかでも東部に位置して
おり、生活雑貨関連産業の集積が見られる地域である。
しかし、1970年代に入ると、公害問題の深刻化や工場
等制限法による地方分散政策の実施によって全国に先
駆けて事業所数の減少に直面することになった。産業
集積が形成されている地域から工場等が移転すること
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表　年代別中小企業振興基本条例制定状況
合計 都道府県 市区町

～2004年 21 2 19
2005年 7 1 6
2006年 5 1 4
2007年 12 5 7
2008年 12 5 7
2009年 10 1 9
2010年 8 1 7
2011年 14 1 13
2012年 23 8 15
2013年 29 3 26
2014年 6 3 3
合計 147 31 116

出所：企業環境研究センター資料（2014年 4 月 4 日現在）に基づく。
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になると、当該自治体としては、雇用の場の喪失、地
方法人税の減少という 2つの点で問題を抱えることに
なる。そのため、自治体が独自に政策を展開する必要
が生じたのである。
　墨田区が独自施策として取り組んだことは、次の 3
点である。第 1に、「製造業実態調査」を実施したこと、
第 2に、「墨田区中小企業振興基本条例」を制定し、
実態調査の状況を踏まえた行政の産業施策の基本方針
を打ち出したこと、第 3に、具体的な産業施策を検討
する場として、「産業振興会議」を設置したことである。
製造業実態調査で注目されるのは、係長クラス以上の
職員180人が約9,000もの事業所を訪問し、調査を実施
したことである。これにより、現場目線で産業施策を
検討する方向につながっているのである。また、中小
企業振興基本条例の制定に関しては、「区長の責務」、
「中小企業者の努力」、「区民等の理解と協力」といっ
た項目を設けており、この条例のひな形がモデルとし
て位置づけられている。そして、産業振興会議は条例
制定の翌年、1980年に設置されている。中小企業者、
大学などに籍を置く学識経験者、自治体職員の 3者で
構成されており、具体的な産業施策を検討する場とし
て、これまでに数多くの独自施策を打ち出している。
図で示したように、中小企業振興基本条例、製造業実
態調査、産業振興会議の 3本柱によって、地域の実態
に即した産業振興を展開している墨田区モデルが全国
的にも注目されていくのである。

4 　条例を基にした産業振興の取り組み―北海道帯広
市の事例―
　次に、北海道で中小企業者、地方自治体等の連携・
協働により中小企業振興基本条例を制定し、地域産業
振興につなげている事例として、北海道帯広市の取り
組みを見てみよう9）。帯広市では、2007年に既存の政
策条例を廃止し、理念条例となる中小企業振興基本条
例を道内で最初に制定している。以下に帯広市の条例
の独自性について示しておきたい。
　第 1に、同条例に前文を設け、「帯広・十勝」の一
体性を示していることである。帯広市は、開拓以後十
勝地域の中心都市として発展を遂げてきた。産業的特
性で見れば、広大な十勝平野で営まれている第一次産
業を軸として、商工業が根付いている。地域的に見れ
ば、帯広市の条例ではあるが、帯広市は十勝の周辺町
村の存在なくしては産業振興も不可能であり、連携を
深めていくことを意味している。
　第 2に、墨田区の条例と同様に、市長の責務、中小
企業者の役割、市民の協力と努力、といった項目を設
けていることに加え、中小企業関係団体を重視してい
る点である。植田（2007）でも指摘しているが、中小
企業者等、中小企業関係団体という表記が条例全体で
散見されており、帯広市の条例以前では見られないも
のになっている。第 3に、「起業・創業」を強く意識
していることである10）。1990年代以降の地域経済の縮
小・衰退の状況は帯広市も例外ではなく、地域経済の
活性化のためには起業・創業、さらには担い手育成ま
でを進めていく必要があるという認識を示しているの
である。
　また、帯広市では条例に基づいて、2009年に帯広市
産業振興ビジョンを策定すると同時に、具体的施策を
検討する場として、帯広市産業振興会議を設置してい
る。帯広市産業振興ビジョンは、2009年から2019年ま
での10年間のビジョンであり、中間地点となる2013年
度から14年度にかけて、ビジョンとして示された産業
振興プログラムの進捗状況の確認、見直しを図ること
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出所：高野祐次（2005）、（2012）、植田（2007）を基に作成。

図　墨田区の地域産業、中小企業振興の 3 本柱
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になっている。他方で、産業振興会議は帯広市担当職
員、学識経験者、中小企業者、中小企業団体、地元金
融機関等によって構成されている。振興会議の委員は
2年ごとに入れ替わり、現在第 3期目である。
　帯広市での地域産業振興に向けた、条例＝産業振興
ビジョン＝振興会議の取り組みは、北海道内で条例制
定に取り組む際に、墨田区の条例と同様に一つのモデ
ルとして示されることが多い。なぜ、帯広市の条例が
注目、参考にされるのか。条例の文言についても特筆
すべき点が多いことは確かである。しかし、それより
も条例制定、産業振興ビジョンの策定、産業振興会議
での具体的施策の検討等が、中小企業者や中小企業団
体、地方自治体の地道な努力と連携、協働によって成
立していることを示しているケースだからである。例
えば、帯広市では中小企業振興基本条例制定に向けた
動きは、2005年に北海道中小企業家同友会帯広支部（現
とかち支部）から始まっている11）。その後、幾度もの
条例制定に向けた会議や勉強会を、中小企業者、中小
企業団体、市役所等と共に重ねながら、問題意識や情
報の共有を行っている。同様のことは、条例制定後も
継続しており、産業振興ビジョンを策定する際の中小
企業振興協議会の場においても、 1年間で全体、各部
会を合わせて実に70回以上の会議を行っている。こう
した地道な努力によって、帯広市独自の中小企業振興
基本条例、産業振興ビジョン等が出来上がっているの
である。
　とはいえ、帯広市の地域産業振興に向けた取り組み
が、順風満帆であったわけではない。産業振興ビジョ
ンの策定により、一定の成果を上げてきていることは
事実である12）。しかし、他方では、産業振興会議がそ
の機能を十分に発揮できていない時期があった。その
理由のひとつとして、産業振興会議の委員や市役所の
担当職員等が交替したことがある。産業振興会議が現
在 3期目であることは既に述べたとおりだが、現産業
振興会議の委員として、初期（第 1期）から名前を連
ねているのはわずかである。市役所の担当職員もこの

間に交替しており、条例制定当初の問題意識の共有や
相互理解に関して齟

そ

齬
ご

が生じていたと思われる。その
ような状況を条例制定に積極的に取り組んできた北海
道中小企業家同友会とかち支部でも把握しており、同
支部の政策委員会を中心に、第 3期の産業振興会議の
委員に対して、なぜ条例が必要なのか、条例や産業振
興ビジョンの策定までにどのような努力をしてきたの
か、といった学びの場を設けている13）。また、産業振
興会議がその力を発揮しきれていなかったもう一つの
理由として、地域経済、ないしは地域中小企業の実態
把握ができていなかったことも考えられる。というの
も、先述の墨田区の場合は、製造業実態調査を実施し、
具体的な課題に対して施策を検討するという流れに
なっているが、帯広市の場合は、実態調査が十分な形
でなされていなかった。そのため、具体的に地域の経
済主体である地元中小企業の状況把握や、何が問題で
あるのかが全体で共有できていなかったのではないか
と思われる。この点に関しては、2013年度にはアンケー
ト調査及び市役所の担当職員によるヒアリング調査が
行われてきており、今後の産業振興会議の場で活かさ
れることが期待されている14）。

5 　条例制定の取り組みから見えるインプリケーション
　以上のように、本章では地域産業新興に向けた中小
企業振興基本条例等について取り上げてみた。条例に
基づく産業振興とはいえ、帯広市の事例からも明らか
なように、中小企業者、中小企業団体、地方自治体で
の相互理解、協働、連携が欠かせないものとなってい
る。表でも示したように、2000年代に入ってからは、
中小企業振興基本条例の制定がブームの様相を呈して
いる状況にある。理念条例は、当該地域のアイデンティ
ティ、あるいは地域の未来のためにそれぞれの当事者
の役割が描かれているものである。誰が、何のために、
どのような条例を作るのか、言い換えれば、条例制定
に始まる足下からの地域産業振興を、地域の経済主体
（中小企業者等）と政策主体（自治体担当職員等）が
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問題意識を共有し、協働して、時間をかけて地道に取
り組んでいかなければならない。また、条例ができた
後も地域の課題を共有し、議論を継続していく必要が
ある。つまり、その条例に基づいた実効性を持つ産業
施策が伴わなければ意味がないのである。帯広市の
ケースなどは、条例制定、産業振興ビジョンの策定、
産業振興会議での具体的施策の検討という一連の流れ
が比較的スムーズに行われてきたからこそ課題が明ら
かになったと考えることができるだろう。このことは、
裏を返せば、北海道内で条例を制定した自治体、これ
から条例制定に取りかかろうとする自治体においても
十分に起こりうる問題である。条例を作ればそれでよ
い、というのではなく、当事者同士の相互理解を促せ
るような共通の場づくりからはじめ、地道に足下から
の地域産業振興が可能になるような仕組みづくりが求
められているといえよう。
　また、道内での条例づくりにおいて地域の個性に即
した独自な条例や地域産業振興に向けた取り組みは、
帯広市以外にも釧路市や別海町、倶知安町などで展開
されてきている。これら自治体の取り組みの詳細や条
例による地域づくりのモデル化の検討については、今
後の課題としたい。
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